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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

① 当連結会計年度の概況

当連結会計年度における我が国経済は、政府、日銀の大胆な金融・財政政策を背景とした円安

株高が進行し、大企業を中心とした業績の改善やデフレからの脱却感も感じられたほか、消費税増税

に伴う駆け込み需要もあり、緩やかな回復基調で推移しました。また、ＴＰＰへの参加に伴う、貿易

拡大への期待感がある一方で、円安に伴う輸入価格や電力料金の値上げと、消費税増税後の個人消費

低迷による景気への影響が懸念されております。海外の状況につきましては、米国では、経済は緩や

かな回復基調にあり金融の量的緩和の縮小も実施されました。欧州では金融不安の解消が進み、景気

の底入れ感もあり、個人消費は緩やかに回復しています。一方、中国をはじめとする新興国では、経

済発展が期待されるものの、輸出の伸び悩みや過剰投資抑制、資金流出懸念などから足元の成長率に

陰りが見られ、さらには緊張が続くウクライナ情勢もあり、景気の先行に不透明感が残っております。 

当情報通信業界におきましては、技術革新が目覚ましく、サービスの多様化、高度化も進み、経済

成長の牽引力として期待されています。スマートフォンやタブレットの急激な普及、クラウドサービ

スの拡大、フェイスブック等ＳＮＳの普及により音声からデータ、映像へという通信の主軸の転換な

どが見られます。また、ＩＣＴを利用した新たなビジネスモデルも創出され、機器、センサー等を対

象としたＭ２Ｍ（Machine to Machine）やビッグデータの市場拡大が進み、Ｏ２Ｏ（Online to Offl

ine）など新たなサービス分野が展開され期待を集めております。 

このような状況下で、当社グループは、平成25年４月からスタートした「第二次中期経営計画」に

おいて「事業規模の拡大」と「経営体質の強化」に取り組んでまいりました。 

「事業規模の拡大」につきましては、お客様のニーズを反映した高付加価値製品の開発、販売及び

新規マーケットの開拓を目指し、アンドロイド搭載タブレット（ＧＲＡＮＹＣ）を核としたアプリケ

ーション開発や、システムインテグレーション事業を推進するとともに、工場のリソースを活かした

ＥＭＳ事業を展開しております。新製品として平成25年６月に発売を開始した主力製品であるビジネ

スホン（ＮＹＣ－ｉＦシリーズ）では、使いやすく工夫されたボタン構成、ハンドセットの質感など

の、使用環境への配慮と調和が評価され、２０１３年度グッドデザイン賞を受賞いたしました。更に、

スモールオフィス向けの機能を多数搭載した高機能タイプ小型ビジネスホン「ＮＹＣ－2fⅡ」を、平

成26年２月に発売し、販売の強化に努めてまいりました。また、今後のＥＭＳ事業の拡大と事業領域

の拡大のために、緊急告知ラジオの生産・販売を開始いたしました。 

「経営体質の強化」につきましては、継続的な原価低減と間接コストの削減を進める一方、業務プ

ロセスの改善による合理化・スリム化も図ってまいりました。その一環として、平成25年11月に渋谷、

世田谷、神田に点在していた各グループ会社の事業所を一拠点に集約いたしました。また、設備投資

については、生産能力の強化と品質向上の為、良質な生産環境を備えた新製造棟を建設しており、平

成26年５月より稼働予定となっております。今後も第二次中期経営計画の達成に向け、既存の製品群

を始めとした新商品開発とともにサービス事業の展開など新規事業の開拓を進め、生産性の向上並び

に更なるトータルコストダウンを図るなど多面的な経営活動を推し進めてまいります。 

当連結会計年度の業績につきましては、売上高では主力製品であるビジネスホンが昨年と比較

して中小事業所向けを中心に増加したこと、事業所用コードレス、ソリューションビジネス等の

売上増があったことにより18,961百万円（前期比 7.3％増）となりました。 

損益面では、売上高が増加したことにより、営業利益は1,213百万円（前期比 13.4％増）、経常利

益は1,295百万円（前期比 11.9％増）となりました。また、特別損益として、東京に拠点があるグル

ープ会社の事務所を品川に集約したことにより、事務所移転費用43百万円を計上したこと、投資有価

証券売却益70百万円を計上したこと等により、税金等調整前当期純利益は1,320百万円(前期比 

22.0％増）となりました。当期純利益は860百万円（前期比 5.9％増）となりました。 
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② 次期の見通し

次期の見通しにつきましては、我が国においては消費税増税よる駆け込み需要の反動と、個人消費

の落ち込みにより一時的な景気後退はあるものの、経済政策による下支えや雇用情勢の改善により、

引き続き緩やかな回復基調で推移することが見込まれます。また、海外では米国や欧州の景気拡大に

牽引され、景気は緩やかに回復すると予想されます。 

当社グループとしては、既存製品の機能追加や新製品を積極的に展開し、需要は緩やかに増加する

ものと思われますが、円安移行による原材料や原油価格をはじめとしたエネルギーコストの上昇、新

興国経済の失速やウクライナ情勢などの懸念材料があります。 

そのために当社グループとしましては、平成25年度にスタートした第二次中期経営計画の実現に向

けて、多くの課題の解決に向けた積極果敢なアクションを進めてまいります。 

これらを考慮しつつ、事業の効率化、利益の確保、経営体質の強化・安定化、株主価値の向上に努

める所存でございます。 

現時点での平成27年３月期の連結業績の見通しにつきましては、売上高21,200百万円、営業利益

1,370百万円、経常利益1,430百万円、当期純利益1,110百万円を予想しております。 

(2) 財政状態に関する分析 

① 資産の状況

【資 産】 

総資産は前期に比べ1,173百万円増加し、22,283百万円となりました。 

流動資産は前期に比べ110百万円減少し、14,492百万円となりました。主な増加は、受取手形及

び売掛金の増加838百万円、商品及び製品の増加255百万円、原材料及び貯蔵品の増加112百万円に

よるものであり、主な減少は、現金及び預金の減少1,474百万円によるものであります。 

固定資産は前期に比べ1,283百万円増加し、7,790百万円となりました。主な増加は、建物及び

構築物の増加164百万円、建設仮勘定の増加846百万円、ソフトウエアの増加306百万円、投資有価

証券の増加127百万円によるものであります。 

【負 債】 

負債は前期に比べ620百万円増加し、6,380百万円となりました。 

流動負債は前期に比べ622百万円増加し、5,379百万円となりました。主な増加は、支払手形及

び買掛金の増加447百万円によるものであります。 

固定負債は前期に比べ1百万円減少し、1,000百万円となりました。主な増加は、繰延税金負債

の増加70百万円、退職給付に係る負債の増加17百万円であり、主な減少は、リース債務の減少60

百万円、退職給付引当金の減少53百万円によるものであります。 

【純資産】 

純資産は前期に比べ552百万円増加し、15,902百万円となりました。主な増加は、利益剰余金の

増加684百万円によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況

【営業活動によるキャッシュ・フロー】 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前期に比べ913百万円減少し、783百万円と

なりました。これは主に、売上債権の増加額838百万円等による減少要因があった一方、税金等調

整前当期純利益1,320百万円、減価償却費557百万円等の増加要因があったことによるものでありま

す。 
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【投資活動によるキャッシュ・フロー】 

投資活動によって使用されたキャッシュ・フローは、前期に比べ966百万円増加し、2,023百万

円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出1,286百万円、ソフトウエアの取得

による支出646百万円、敷金の差入による支出126百万円等の減少要因があったことによるものであ

ります。 

【財務活動によるキャッシュ・フロー】 

財務活動によって使用されたキャッシュ・フローは前期に比べ20百万円減少し、239百万円とな

りました。これは主に、配当金の支払額175百万円、リース債務の返済による支出60百万円等の減

少要因があったことによるものであります。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末より1,479百万円減少し、5,772百万円

となりました。 

（参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移 

第７０期 

平成23年3月期 

第７１期 

平成24年3月期 

第７２期 

平成25年3月期 

第７３期 

平成26年3月期 

自己資本比率（％） 77.1 72.8 72.6 71.3 

時価ベースの自己資本 

比率（％） 
24.4 40.1 29.4 32.4 

債務償還年数（年） 0.0 0.0 0.0 0.1 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 442.6 441.0 506.8 219.8 

(注)・自己資本比率：自己資本／総資産 
・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
・債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
・ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
※ 株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 
すべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の 
利息の支払額を使用しております。 

(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

利益配分につきましては、株主の皆様に対する利益還元を充実していくことが経営上重要課題であ

ることを認識しており、業績に応じた配当の実現と市場競争力の維持や収益の向上に不可欠な設備投

資、研究開発等を実行するための内部資金の確保を念頭に、財政状態、利益水準及び配当性向等を総

合的に勘案し、連結配当性向30％程度を目安に、安定的に実施することを基本方針としております。 

当社は、本年創立70周年となり、株主の皆様のご支援にお応えするため、記念配当２円を含め、当

期の配当金につきましては、期末配当金を12円00銭とさせて頂きたく存じます。 

また、次期の配当金につきましては、１株当たり期末配当金13円00銭を予定しております。 

(4) 事業等のリスク 

当社グループの業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。

当社グループにおきましては、これらのリスクの発生を防止、分散、ヘッジすることによりリスクの

軽減を図っております。以下に当社グループの事業展開におけるリスク要因となる可能性がある主な

項目を記載しておりますが、これらは当連結会計年度末現在での判断であり、リスクのすべてを網羅

しているものではありません。 
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① 特定の製品、技術等で将来性が不確定であるものへの高い依存度について

当社グループは、ボタン電話装置（ビジネスホン）および周辺装置の売上高が全体の半数を占

めており、また売上高の大半を国内需要に頼っているため、国内の景気の好不況による企業の設

備投資の意欲により販売数量に影響を受けます。また情報通信関連分野は、ネットワークインフ

ラの技術革新が著しく、ＩＰ関連技術が急速に進展しており技術革新のスピードに乗り遅れた場

合は魅力ある新製品をタイムリーに提供できず、市場におけるシェアを低下させる懸念がありま

す。また、情報通信業界以外の業者の新規参入により当社グループの財政状態及び経営成績に影

響を受ける可能性があります。 

② 海外調達と為替変動リスク

当社グループは、製品を国内で生産しているため、競合他社が相対的に製造原価の安い国外

等に生産拠点をシフトすることで、当社と同等の製品を、より安価な価格で提供することで当

社グループに売上高の減少、損益の悪化等の影響を及ぼす可能性があります。 

また、海外業者の参入による販売の激化に伴い、当社グループの業績や財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

当社グループは部品調達、金型等の固定資産の一部を海外から調達しており、この海外調達

比率を徐々に引き上げる方向で進めております。これに伴い、為替変動リスクが高まり、損益

に影響する割合が増加します。円高は損益に好影響、円安は損益に悪影響となります。為替予

約等により、変動リスクの軽減を図りますが、短期間での為替の急激な変動は為替予約等のリ

スクヘッジを行っても、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、海外調達先の社会情勢、災害により部品、金型等が長期にわたり調達が困難になった

場合には該当関係製品の生産に支障をきたし、市場に製品を供給出来なくなる可能性があり、

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ キャッシュ・フロー

当社グループの現金及び現金同等物の残高は、当連結会計年度末では前連結会計年度末に比べ、

1,479百万円減少しております。当期純利益の減少 、新規開発投資の増加あるいは新規設備投資

の増加、借入金の返済、配当金の増加等 によって、キャッシュ・フローが一時的に悪化する可

能性があります。 

④ 特定の取引先への依存度について

当社グループの主要な取引先として、㈱日立製作所、東日本電信電話㈱、西日本電信電話㈱の

３社があり、売上高に占めるこれら３社への依存度が高くなっています。 

当連結会計年度における㈱日立製作所に対する販売実績は6,015百万円であり、連結売上高の

31.7％を占めています。同社との取引は受注生産による販売であり、同社の仕入方針の変更等に

より、当社グループへの発注が減少した場合や発注条件が変更された場合には、当社グループの

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

当連結会計年度における東日本電信電話㈱に対する販売実績は2,048百万円であり、連結売上

高の10.8％を占めています。また、西日本電信電話㈱に対する販売実績は2,037百万円であり、

連結売上高の10.7％を占めています。なお、これら２社を含む日本電信電話グループとの取引は、

一部に入札方式が採用されており、不採用となった場合は当社グループの財政状態及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑤ 法的規制等 

当社グループは、製品の開発に関しては通信法等による政府の規制を受けており、輸出入に関

しては、外国為替および外国貿易法等の貿易関連法規の規制の適用を受けております。また、環

境、独占禁止、特許、リサイクル等の国内法の様々な規制も受けており、これらの法律の遵守が

できなかった場合は、活動の制限、損害賠償の発生等当社グループの経営に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

⑥ 重要な訴訟 

現在のところ、当社グループにおいては重要な訴訟を受けた事実、あるいは訴訟を提起したと

いうものはありません。ただし、新製品を開発し新技術を使用する中で、事前調査には万全を尽

くしていますが、技術の範囲が多岐にわたり、国内外の特許権等の知的財産権に抵触していると

して法的手続きの対象となる可能性があり、その場合に発生する費用は財政状態及び経営成績に

影響を及ぼすことになります。 

 

⑦ 人材育成 

当社グループの将来の成長と成功は、有能な開発者、営業マン、キーパーソンに依存する部分

が高く、これらの育成・確保が今後の財政状態に大きく影響を与えると考えております。この育

成・確保がうまくいかなかった場合、将来にわたり業績に影響を与える可能性があります。 

また、従業員の年齢構成・各職場の人員配置のバランスが崩れた場合、意志疎通が十分機能せ

ず、経営成績が思うように伸びない可能性があります。 

 

⑧ 品質問題について 

当社グループの製品は社会インフラの構築に利用され、また顧客の情報コミュニケーション基

盤を支えるものであり設計、調達、生産、検査、工事を通じ品質を保証する活動を重視した業務

活動を実施しています。しかし万が一、品質上の問題に起因する欠陥や瑕疵又は障害が発生した

場合、その修復や対応のために発生する費用や利益の逸失、社会的な信用の失墜、ブランドイメ

ージの喪失による売上高の減少等経営に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑨ 材料費および材料比率について 

当社グループの製造する製品の材料費が、何らかの理由により大幅に変動し、製品価格に転嫁

できない場合、あるいは販売品目の構成比の変動に伴い、材料比率が大幅に変動した場合、売上

総利益が変動する可能性があり、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

⑩ 情報漏洩について 

当社グループは、事業の遂行により蓄積された機密情報と顧客からお預かりした秘密情報や個

人情報を保有しております。情報セキュリティ対策を実施し、その維持管理を行っておりますが、

何らかの事情により機密・秘密情報が漏洩した場合、顧客からの損害賠償請求による損失、社会

的な信用の失墜による売上高の減少等経営に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況

非連結子会社 関連会社

㈱エヌティシステム

 連結子会社  連結子会社

ナカヨ電子サービス㈱  NYCソリューションズ㈱

非連結子会社

 中與香港有限公司

部
品
等

ティ・ディ・エス㈱

製
 
品

当 社

製
 
 
 
品

製
 
品

製
 
品

製
 
品

製
 
品

製
 
品

製
 
品

  当社グループは、株式会社ナカヨ通信機(当社)および連結子会社２社・非連結子会２社および関連会社１
社で構成されております。
  当社はＩＴ関連企業としてブロードバンド＆ワイヤレスシステムを主に製品開発、製造、販売およびＳＥ
サポートに至る事業活動を展開しております。連結子会社のうち、ナカヨ電子サービス㈱は、当社製品のＣ
ＴＩ・ＩＰボタン電話装置等の音声端末機器、交換装置を中心に販売、メンテナンス、施工を行っており、
ＮＹＣソリューションズ㈱は、ＮＴＴ商品の販売を行っております。また、非連結子会社のうち、中與香港
有限公司は部品調達を、㈱エヌティシステムは当社製品の販売会社であります。関連会社のティ・ディ・エ
ス㈱は当社製品の販売を行っております。
 なお、当社グループの連結子会社、非連結子会社および関連会社の位置づけは、概ね以下のとおりであり
ます。

得　　　　　意　　　　　先
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、創業以来の経営理念である「会社は公物である」「会社は時代と共に生きる」「会

社は世の中と相対的に発展する」という三原則を掲げ、情報ネットワークの変化に対応したモノづく

りに真摯に取り組みます。また、お客様の視点に立った製品の開発、製造、販売ならびにサービスの

提供を通じて社会に貢献することを基本理念とします。また、コンプライアンスと社会的責任（ＣＳ

Ｒ）を深く認識し、その時代に即した企業行動のあり方を常に見直して行動して参ります。さらに上

記の創業三原則に基づき、経営の効率性と透明性を確保し、企業価値をさらに高め、当社グループを

取り巻くすべてのステークホルダーの信頼と満足を得られるべく努めて参ります。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社グループは、企業価値の向上と財務体質の強化を図るための経営指標として、株主資本利益率

（ＲＯＥ）、売上高経常利益率、使用総資本回転率を採用し、目標を以下のとおり定めております。 

また、過去３年間の達成状況は以下のとおりであります。早期の達成、維持に努める所存でありま

す。 

 

 目 標 24/3 期 25/3 期 26/3 期 

 株主資本利益率（ＲＯＥ）   10％以上      6.1％     5.5％     5.5％ 

 売上高経常利益率   ５％以上   6.4％    6.5％    6.8％ 

 使用総資本回転率   1.00回以上     0.87回     0.86回     0.87回 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

情報通信機業界を取り巻く環境は、技術革新が目覚ましく、サービスの多様化、高度化が進み、Ｍ

２Ｍ（Machine to Machine）市場、スマートグリッドやスマートシティー等の社会インフラ市場の急拡

大など、通信形態と共に市場も急速に変化しております。 

こうしたなかで当社グループは、平成26年３月期を初年度とする３カ年の第二次中期経営計画を作

成しております。 

経営ビジョン：「情報ネットワークの変化に対応した研究開発に注力するとともにモノづくりに真

摯に取り組み、情報通信市場で独自の地位を築く」 

 

重要課題 

① 事業規模の拡大・・・既存の商品群を始め、非電話系機器・非ICT系機器等の新商品開発を 

            推進します。また他社との連携やコラボレーションなども図りながら 

新販路を開拓し、さらにはサービス事業の展開など新規事業の開拓を

進め、事業規模を拡大して参ります。 

・新製品の開発、新規顧客の開拓、新規事業の開拓 

 

①   経営体質の強化・・・原価低減と間接コスト削減の徹底、業務プロセスの改善による合理化・  

スリム化を実現するとともに、ナカヨグループ全体の組織力の強化を

図り、経営体質の強化をして参ります。 

・収益力の強化、業務プロセスの改善、グループの組織力の強化 
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(4) 会社の対処すべき課題 

今後の課題としては、売上高の恒常的な伸びを確保し、安定的な利益が確保できる企業体質の強化

が不可欠であります。そのためには、「高付加価値製品の開発」「新規顧客の開拓」「新規事業の開

拓」「絶対品質の確保」「生産性の向上・トータルコストダウンの強化」により、継続的に競争力強

化を図るとともに、市場での独自性の確保、業界内でのシェア・アップに努めて参ります。  
また、従来のビジネスホン・電話機・ＳＩＰ交換機・ＩＰメディアホン・無線モジュール・サーバ

等のシステム関連商品の供給をベースに、非電話系機器・非ＩＣＴ系機器の新商品開発、他社との連

携を展開することでさらなる発展・強化を図って参ります。 

 

(5) その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

   

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 5,901 4,427 

    受取手形及び売掛金 ※３  5,429 6,268 

    有価証券 1,419 1,420 

    商品及び製品 406 661 

    仕掛品 459 439 

    原材料及び貯蔵品 689 801 

    繰延税金資産 240 258 

    その他 61 224 

    貸倒引当金 △5 △10 

    流動資産合計 14,602 14,492 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 2,981 3,154 

        減価償却累計額 △2,520 △2,529 

        建物及び構築物（純額） 461 625 

      機械装置及び運搬具 1,107 1,214 

        減価償却累計額 △898 △911 

        機械装置及び運搬具（純額） 208 302 

      土地 1,025 1,025 

      建設仮勘定 1 848 

      その他 2,673 2,667 

        減価償却累計額 △2,049 △2,112 

        その他（純額） 624 554 

      有形固定資産合計 2,321 3,357 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 851 1,157 

      その他 0 0 

      無形固定資産合計 851 1,157 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※２  2,058 ※２  2,185 

      繰延税金資産 3 98 

      前払年金費用 586 - 

      退職給付に係る資産 - 363 

      その他 686 648 

      貸倒引当金 △0 △20 

      投資その他の資産合計 3,334 3,276 

    固定資産合計 6,507 7,790 

  資産合計 21,109 22,283 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 ※３  2,868 3,316 

    短期借入金 40 40 

    未払金 ※１  882 ※１  566 

    未払法人税等 257 227 

    製品保証引当金 122 149 

    賞与引当金 283 300 

    その他 302 780 

    流動負債合計 4,756 5,379 

  固定負債     

    リース債務 235 175 

    繰延税金負債 287 357 

    退職給付引当金 53 - 

    退職給付に係る負債 - 17 

    その他 425 450 

    固定負債合計 1,002 1,000 

  負債合計 5,759 6,380 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 4,909 4,909 

    資本剰余金 4,514 4,514 

    利益剰余金 5,780 6,464 

    自己株式 △409 △412 

    株主資本合計 14,794 15,475 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 536 588 

    退職給付に係る調整累計額 - △184 

    その他の包括利益累計額合計 536 403 

  少数株主持分 20 22 

  純資産合計 15,350 15,902 

負債純資産合計 21,109 22,283 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書 

   

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 17,677 18,961 

売上原価 ※１,※３  13,808 ※１,※３  14,826 

売上総利益 3,868 4,134 

販売費及び一般管理費 ※２,※３  2,798 ※２,※３  2,921 

営業利益 1,070 1,213 

営業外収益     

  受取利息 4 6 

  受取配当金 37 41 

  負ののれん償却額 23 - 

  受取保険金 - 29 

  スクラップ売却益 10 11 

  その他 31 11 

  営業外収益合計 105 100 

営業外費用     

  支払利息 3 3 

  支払手数料 2 3 

  為替差損 9 7 

  固定資産廃棄損 ※４  2 ※４  4 

  その他 0 0 

  営業外費用合計 18 19 

経常利益 1,157 1,295 

特別利益     

  投資有価証券売却益 1 70 

  特別利益合計 1 70 

特別損失     

  固定資産廃棄損 ※５  47 - 

  減損損失 17 - 

  投資有価証券評価損 12 - 

  事務所移転費用 - 43 

  その他 - 2 

  特別損失合計 76 45 

税金等調整前当期純利益 1,082 1,320 

法人税、住民税及び事業税 389 398 

法人税等調整額 △122 58 

法人税等合計 266 456 

少数株主損益調整前当期純利益 815 863 

少数株主利益 3 3 

当期純利益 812 860 
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連結包括利益計算書 

   

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 815 863 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 354 52 

  退職給付に係る調整額 - △184 

  その他の包括利益合計 354 △131 

包括利益 1,170 731 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 1,166 727 

  少数株主に係る包括利益 3 3 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

   

  

 

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,909 4,514 5,188 △408 14,203 

当期変動額   

剰余金の配当  △220  △220 

当期純利益  812  812 

自己株式の取得  △1 △1 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  

当期変動額合計 ― ― 592 △1 590 

当期末残高 4,909 4,514 5,780 △409 14,794 
 

(単位：百万円) 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益 

累計額合計 

当期首残高 182 ― 182 17 14,402 

当期変動額     

剰余金の配当     △220 

当期純利益     812 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
354 ― 354 2 356 

当期変動額合計 354 ― 354 2 947 

当期末残高 536 ― 536 20 15,350 
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  当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

   

 

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,909 4,514 5,780 △409 14,794 

当期変動額   

剰余金の配当  △176  △176 

当期純利益  860  860 

自己株式の取得  △2 △2 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  

当期変動額合計 ― ― 684 △2 681 

当期末残高 4,909 4,514 6,464 △412 15,475 
 

(単位：百万円) 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益 

累計額合計 

当期首残高 536 ― 536 20 15,350 

当期変動額     

剰余金の配当     △176 

当期純利益     860 

自己株式の取得     △2 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
51 △184 △132 2 △129 

当期変動額合計 51 △184 △132 2 552 

当期末残高 588 △184 403 22 15,902 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

   

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 1,082 1,320 

  減価償却費 398 557 

  ソフトウエア償却費 328 404 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 24 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △2 16 

  製品保証引当金の増減額（△は減少） 26 27 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △9 △53 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 17 

  前払年金費用の増減額（△は増加） 57 586 

  退職給付に係る資産の増減額（△は増加） - △363 

  受取利息及び受取配当金 △41 △47 

  支払利息 3 3 

  投資有価証券売却損益（△は益） △1 △70 

  投資有価証券評価損益（△は益） 12 - 

  移転費用 - 43 

  減損損失 17 - 

  固定資産廃棄損 49 4 

  売上債権の増減額（△は増加） △174 △838 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 14 △347 

  仕入債務の増減額（△は減少） 362 447 

  長期未払金の増減額（△は減少） △86 - 

  その他 △83 △573 

  小計 1,946 1,157 

  利息及び配当金の受取額 41 47 

  利息の支払額 △3 △3 

  法人税等の支払額 △288 △417 

  法人税等の還付額 0 0 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,696 783 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △75 △70 

  定期預金の払戻による収入 75 70 

  有形固定資産の取得による支出 △543 △1,286 

  ソフトウエアの取得による支出 △547 △646 

  投資有価証券の取得による支出 △1 △101 

  投資有価証券の売却による収入 3 95 

  敷金の差入による支出 △1 △126 

  敷金の回収による収入 1 39 

  その他 30 1 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,057 △2,023 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  自己株式の取得による支出 △1 △2 

  リース債務の返済による支出 △38 △60 

  配当金の支払額 △219 △175 

  その他 △0 △0 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △259 △239 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 379 △1,479 

現金及び現金同等物の期首残高 6,872 7,251 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  7,251 ※1  5,772 
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 
① 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 
ナカヨ電子サービス株式会社 
ＮＹＣソリューションズ株式会社 

② 非連結子会社の名称等 
   株式会社エヌティシステム、中與香港有限公司 
  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合
う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ
していないため連結の範囲から除いております。 

 
２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。 
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等 

非連結子会社の名称 
 株式会社エヌティシステム、中與香港有限公司 
関連会社の名称 
 ティ・ディ・エス株式会社 

持分法を適用していない理由 
非連結子会社２社(間接所有１社を含む)及び関連会社１社については、その当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等が、連結純損益及び利益剰余金等に対して軽微であ
り重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず原価法によってお
ります。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
   連結子会社の事業年度の末日は、すべて連結決算日と同一であります。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
その他有価証券  
時価のあるもの 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
時価のないもの 
移動平均法による原価法によっております。 

たな卸資産  
 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

a  製品、仕掛品 総平均法 
b 原材料    移動平均法 
c 貯蔵品    最終仕入原価法 

     なお連結子会社のたな卸資産については、主に最終仕入原価法によっております。 
② 重要な減価償却資産の減価償却方法 

a  有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物付属設備を除く)については定額法によっ

ております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 建物及び構築物      ３～38年 
 機械装置及び運搬具    ２～10年 
 その他(工具及び器具備品) ２～20年 

b  無形固定資産（リース資産を除く） 
 自社利用のソフトウエア 

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 
  市場販売目的のソフトウエア 

見込販売数量に占める販売実績の比率（最長３年）によっております。 
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c  リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
なお、平成20年３月31日以前に契約をした所有権移転外ファイナス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
③ 重要な引当金の計上基準 

a  貸倒引当金 
受取手形、売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 
b  製品保証引当金 

売上高に対応するサービスに要する費用の支出に備えるため、当社は、会社所定の基準(過
去の実績割合)により所要見積額を計上しております。 
c  賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間のうち当期に負担すべき支給見積額を計上し
ております。 

④ 退職給付に係る会計処理の方法 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 
・退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。 
・数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10～12年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。 

⑤ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い短期投資からなっております。 

⑥ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（会計方針の変更） 
退職給付に関する会計基準等の適用 
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準という。」及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 
平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（た
だし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除
く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る資産及び負債として計上
する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る資産に計上いたしました。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給
付に係る調整累計額に加減しております。 
この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が363百万円計上され、退職給付に

係る負債が17百万円計上されております。また、その他の包括利益累計額が184百万円減少してお
ります。 
なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

（表示方法の変更） 
連結貸借対照表 

 前連結会計年度において、有形固定資産の「その他」に含めておりました「建設仮勘定」は、
金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示
方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 
この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、有形固定資産の「その他」2,674百万

円及び「その他（純額）」626百万円は、「建設仮勘定」1百万円、「その他」2,673百万円、
「その他（純額）」624百万円として組み替えております。 
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連結損益計算書 
 前連結会計年度において、区分掲記していた「保険配当金」は、金額的重要性が乏しくなった
ため、当連結会計年度においては営業外収益の「その他」に含めて表示しております。この表
示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書の組替えを行っております。 
この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「保険配当金」15百万円、営業外収

益「その他」16百万円は、営業外収益の「その他」31百万円として組み替えております。 
 

連結キャッシュ・フロー計算書 
① 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりま
した「投資有価証券の売却損益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲
記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財
務諸表の組替えを行っております。 
この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の「その他」に表示していた△85百万円は、「投資有価証券売却損益」△1
百万円、「その他」△83百万円として組み替えております。 

 
② 前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりま
した「投資有価証券の売却による収入」、「敷金の差入による支出」及び「敷金の回収による
収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。
この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っており
ます。 
この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキ

ャッシュ・フロー」の「その他」に表示していた34百万円は、「投資有価証券の売却による収
入」3百万円、「敷金の差入による支出」△1百万円、「敷金の回収による収入」1百万円、「そ
の他」30百万円として組み替えております。 

 

（追加情報） 
法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、

平成26年４月１日に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。
また「地方法人税法」（平成26年法律第11号）が同日に公布されました。これらに伴い、当連結
会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日
に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については、従来の37.6％から35.4％に変
更されております。 
この変更による影響は軽微であります。 
 

(8) 連結財務諸表に関する注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

※１ 「未払金」には、未払消費税が次の通り含まれております。 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

  80百万円 32百万円 

 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

 投資有価証券(株式) 5百万円 5百万円 

※３ 期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして決済処理しております。 

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が

行われたものとして処理しております。 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

 受取手形 21百万円 ―百万円 

 支払手形 56 〃  ― 〃  
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(連結損益計算書関係) 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。 

 前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

 △5百万円 22百万円 

  

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

製品保証引当金繰入額 122百万円 149百万円 

給料諸手当 953 〃  994 〃  

賞与引当金繰入額 84 〃  88 〃  

退職給付費用 69 〃  29 〃  

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

 前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

 1,080百万円 952百万円 

 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

建物及び構築物 0百万円 2百万円 

機械装置及び運搬具 0 〃  1 〃  

その他 1 〃  1 〃  

計 2百万円 4百万円 
 
 

※５ 固定資産廃棄損の内訳は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

建物及び構築物 0百万円 ―百万円 

解体撤去費用 47 〃  ― 〃  

計 47百万円 ―百万円 

 

 (連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 23,974,816 ― ― 23,974,816 
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２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 1,950,830 3,983 ― 1,954,813 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           3,983株 

 
 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 220 10.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 176 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 23,974,816 ― ― 23,974,816 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 1,954,813 7,132 ― 1,961,945 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           7,132株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 176 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成26年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 264 12.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との
関係 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

現金及び預金勘定 5,901百万円 4,427百万円 

有価証券勘定 1,419 〃  1,420 〃  

計 7,321百万円 5,847百万円 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金及び償還期間が 
３ヶ月を超える有価証券 

△69 〃  △75 〃  

現金及び現金同等物 7,251百万円 5,772百万円 

 

(セグメント情報等) 

 【セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）及び当連結会計年度（自平成25
年４月１日 至平成26年３月31日） 

当社グループは、通信機器事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 【関連情報】 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

(1) 製品及びサービスごとの情報 

 

 

 

 

(2) 地域ごとの情報 

a. 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略
しております。 

b. 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％
を超えるため、記載を省略しております。 

(3) 主要な顧客ごとの情報 

  

   

 

 

 

  

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

(1) 製品及びサービスごとの情報 

 

 

 

 
ワイヤード 

ネットワーク機器 
ワイヤレス 

ネットワーク機器 
サービス＆ 
サポート 

その他 合計 

外部顧客へ
の売上高 

11,471百万円 3,591百万円 2,612百万円 2百万円 17,677百万円 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱日立製作所 5,603百万円 通信機器事業 

西日本電信電話㈱ 1,882百万円 通信機器事業 

東日本電信電話㈱ 1,973百万円 通信機器事業 

 
ワイヤード 

ネットワーク機器 
ワイヤレス 

ネットワーク機器 
サービス＆ 
サポート 

その他 合計 

外部顧客へ
の売上高 

12,104百万円 3,792百万円 3,031百万円 33百万円 18,961百万円 
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(2) 地域ごとの情報 

a.  売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略
しております。 

b.  有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％
を超えるため、記載を省略しております。 

 

(3) 主要な顧客ごとの情報 

  

   

 

 

 

 

(１株当たり情報) 

 １株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

 

項目 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

(1) １株当たり純資産額 696円20銭 721円39銭 

 (算定上の基礎)     

  連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 15,350 15,902 

   普通株式に係る純資産額（百万円） 15,330 15,879 

   差額の主な内訳（百万円） 
    少数株主持分 

20 22 

   普通株式の発行済株式数（千株） 23,974 23,974   

   普通株式の自己株式数（千株） 1,954 1,961 

  １株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の 
  数（千株） 

22,020 22,012 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱日立製作所 6,015百万円 通信機器事業 

東日本電信電話㈱ 2,048百万円 通信機器事業 

西日本電信電話㈱ 2,037百万円 通信機器事業 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

(2) １株当たり当期純利益 36円88銭  39円07銭  

 (算定上の基礎)   

  当期純利益(百万円) 812 860 

  普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― 

  普通株式に係る当期純利益 (百万円) 812 860 

  普通株式の期中平均株式数 (千株) 22,022 22,016 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定め

る経過的な取扱いに従っております。 

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産が、8円37銭減少しております。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(開示の省略) 

連結包括利益、リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、税効果会計、

関連当事者に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため、開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 

（１）貸借対照表 

   

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 4,824 3,576 

    受取手形 10 17 

    売掛金 5,118 5,491 

    有価証券 1,419 1,420 

    製品 217 267 

    仕掛品 459 439 

    原材料及び貯蔵品 688 800 

    前払費用 35 33 

    繰延税金資産 199 207 

    その他 18 181 

    貸倒引当金 △5 △7 

    流動資産合計 12,986 12,427 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 442 596 

      構築物 18 27 

      機械及び装置 207 301 

      車両運搬具 1 1 

      工具、器具及び備品 338 307 

      土地 1,025 1,025 

      リース資産 281 224 

      建設仮勘定 1 848 

      有形固定資産合計 2,317 3,334 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 404 914 

      ソフトウエア仮勘定 402 214 

      その他 0 0 

      無形固定資産合計 807 1,129 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,988 2,077 

      関係会社株式 133 133 

      長期前払費用 13 9 

      前払年金費用 586 648 

      破産更生債権等 - 19 

      その他 294 229 

      貸倒引当金 - △19 

      投資その他の資産合計 3,016 3,097 

    固定資産合計 6,140 7,561 

  資産合計 19,126 19,989 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 107 101 

    買掛金 2,369 2,505 

    リース債務 60 60 

    未払金 960 669 

    未払費用 134 145 

    未払法人税等 202 148 

    預り金 24 18 

    製品保証引当金 123 152 

    賞与引当金 226 245 

    その他 11 466 

    流動負債合計 4,222 4,513 

  固定負債     

    リース債務 235 175 

    繰延税金負債 287 335 

    その他 17 17 

    固定負債合計 540 528 

  負債合計 4,762 5,041 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 4,909 4,909 

    資本剰余金     

      資本準備金 1,020 1,020 

      その他資本剰余金 3,489 3,489 

      資本剰余金合計 4,510 4,510 

    利益剰余金     

      利益準備金 305 305 

      その他利益剰余金     

        別途積立金 2,296 2,296 

        繰越利益剰余金 2,248 2,806 

        その他利益剰余金合計 4,544 5,102 

      利益剰余金合計 4,849 5,407 

    自己株式 △409 △412 

    株主資本合計 13,859 14,415 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 504 532 

    評価・換算差額等合計 504 532 

  純資産合計 14,363 14,947 

負債純資産合計 19,126 19,989 
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（２）損益計算書 

   

 

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 15,050 15,909 

売上原価 12,446 13,167 

売上総利益 2,604 2,742 

販売費及び一般管理費 1,760 1,846 

営業利益 844 895 

営業外収益     

  受取利息 0 0 

  有価証券利息 3 4 

  受取配当金 85 88 

  受取保険金 - 27 

  スクラップ売却益 10 11 

  雑収入 26 17 

  営業外収益合計 125 151 

営業外費用     

  支払手数料 2 3 

  為替差損 9 7 

  固定資産廃棄損 2 3 

  雑損失 0 0 

  営業外費用合計 15 14 

経常利益 954 1,032 

特別利益     

  投資有価証券売却益 1 70 

  特別利益合計 1 70 

特別損失     

  固定資産廃棄損 47 - 

  減損損失 17 - 

  投資有価証券評価損 12 - 

  事務所移転費用 - 33 

  その他 - 2 

  特別損失合計 76 35 

税引前当期純利益 879 1,067 

法人税、住民税及び事業税 299 277 

法人税等調整額 △103 56 

法人税等合計 195 333 

当期純利益 683 734 
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（３）株主資本等変動計算書 

  前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

   

  

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 4,909 1,020 3,489 4,510 305 2,296 1,785 4,387 

当期変動額     

剰余金の配当    △220 △220 

当期純利益    683 683 

自己株式の取得     

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
    

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 462 462 

当期末残高 4,909 1,020 3,489 4,510 305 2,296 2,248 4,849 
 

(単位：百万円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △408 13,397 178 178 13,576 

当期変動額   

剰余金の配当  △220 △220 

当期純利益  683 683 

自己株式の取得 △1 △1 △1 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  325 325 325 

当期変動額合計 △1 461 325 325 787 

当期末残高 △409 13,859 504 504 14,363 
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  当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

   

  

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 4,909 1,020 3,489 4,510 305 2,296 2,248 4,849 

当期変動額     

剰余金の配当    △176 △176 

当期純利益    734 734 

自己株式の取得     

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
    

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 557 557 

当期末残高 4,909 1,020 3,489 4,510 305 2,296 2,806 5,407 
 

(単位：百万円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △409 13,859 504 504 14,363 

当期変動額   

剰余金の配当  △176 △176 

当期純利益  734 734 

自己株式の取得 △2 △2 △2 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  28 28 28 

当期変動額合計 △2 555 28 28 584 

当期末残高 △412 14,415 532 532 14,947 
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

６．その他 
役員の異動 

開示内容が定まった時点で開示いたします。 
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